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○御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業費補助金交付要綱 

平成２８年３月１１日 

告示第５０号 

改正 平成２９年２月３日告示第２６号 

平成２９年５月１６日告示第１６５号 

平成２９年１２月１４日告示第３６４号 

（趣旨） 

第１条 市長は、地震発生時における住宅・建築物等の倒壊等による被害の軽減を図るた

め、御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業（以下「総合支援事業」という。）

を実施する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関

しては、御殿場市補助金交付規則（昭和３０年御殿場市規則第１２号）及びこの要綱の

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 総合支援事業 別表第１に掲げる事業をいう。 

(2) 既存建築物 昭和５６年５月３１日以前に建築された建築物及び同日において工

事中であった建築物（国、地方公共団体その他の公の機関が所有するものを除く。）

をいう。 

(3) 既存住宅 既存建築物のうち一戸建て住宅、長屋及び共同住宅をいい、店舗等の用

途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のもの

に限る。）を含み、居住のために継続して利用する建築物をいう。 

(4) 危険住宅 木造の既存住宅のうち第４条に規定する耐震診断の結果、倒壊の可能性

が非常に高いと判断されたもので、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１０

条第１項に規定する勧告又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第

１２３号）第１６条第２項に規定する指導を行ったものをいう。 

(5) 静岡県耐震診断補強相談士 静岡県耐震診断補強相談士認定制度要綱（平成１３年

７月２３日付け住安第１９６号建築安全推進室長通知）に基づき知事が認定した者を

いう。 

(6) 高齢者等が居住する住宅 次のいずれかに該当する住宅（借家を除く。）をいう。 

ア 居住する全ての者が６５歳以上の住宅 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）の規定による身体障害者手帳の

交付を受けている者で、障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生
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省令第１５号）別表第５号に定める１級又は２級の者が居住する住宅 

ウ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による要介護認定又は要支援認定

を受けている者が居住する住宅 

エ 静岡県療育手帳交付規則（平成１２年静岡県規則第８９号）の規定による療育手

帳の交付を受けている者が居住する住宅 

オ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）の規定

による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が居住する住宅 

(7) ブロック塀等 地震発生時における倒壊又は転倒の危険性のある高さ６０センチ

メートルを超えるブロック塀、石塀、れんが塀その他これらに類する塀（国、地方公

共団体その他の公の機関が所有するものを除く。）をいう。 

(8) ブロック塀等改善 ブロック塀等を改修、造り替え及びフェンス等安全な他の塀へ

の転換をいい、造り替え及びフェンス等安全な他の塀へ転換するための撤去は含まな

い。 

（一部改正〔平成２９年告示２６号・３６４号〕） 

（補助の対象、補助率等） 

第３条 補助の対象、補助率等は、別表第１から別表第３までのとおりとする。ただし、

１件ごとの補助金の額は、１，０００円未満の端数を切り捨てるものとする。 

（診断及び評価の方法） 

第４条 総合支援事業において、建築物の耐震診断及び補強後の耐震性の評価（以下「診

断及び評価」という。）は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的

な方針（平成１８年国土交通省告示第１８４号）（別添）建築物の耐震診断及び耐震改

修の実施についての技術上の指針となるべき事項による方法（国土交通大臣がこれと同

等以上と認める方法を含む。）によるものとする。 

（診断及び評価の実施者） 

第５条 総合支援事業のうち、木造の既存住宅に係る診断及び評価については、建築士事

務所に属する静岡県耐震診断補強相談士が行わなければならない。 

２ 総合支援事業のうち、木造以外の既存住宅に係る診断については、建築士法（昭和２

５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する１級建築士又は同条第３項に規定する２

級建築士が属する建築士事務所が行わなければならない。ただし、同法第３条に規定す

る用途又は規模の建築物に係るものについては、１級建築士が行わなければならない。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、御殿場市プロ

ジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）及び事業計画
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書（様式第１号の２から様式第１号の６までのいずれか）に、次の各号に掲げる事業の

区分に応じ当該各号に定める書類を添えて、当該事業を着手するまでに市長に提出しな

ければならない。 

(1) 木造住宅補強計画策定事業 

ア 付近見取図（縮尺２，５００分の１以上の白地図等） 

イ 事業対象建築物の配置図及び各階平面図 

ウ 事業経費の根拠となる見積書の写し 

エ 昭和５６年５月３１日以前に建築されたこと又は同日において工事中であったこ

とを証明することができる次のいずれかの書類の写し 

(ア) 固定資産評価証明書又は固定資産税・都市計画税納税通知書 

(イ) 家屋登記簿謄本 

(ウ) 建築確認通知書 

(エ) その他市長が必要と認めるもの（竣工書類、工事写真等建築年が特定できる

もの） 

オ 御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業所有者承諾書（様式第２号）

（所有者以外の者による申請の場合に限る。） 

カ 御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業家族構成報告書（様式第３号）

及び次に掲げる書類の写し（高齢者等が居住する住宅の場合に限る。） 

(ア) 居住者の住所及び居住者が６５歳以上であることが確認できる次のいずれか

の書類の写し（第２条第６号アに規定する住宅の場合に限る。） 

a 住民票 

b 健康保険証 

c 年金受給者証 

d 運転免許証 

e その他官公署が交付した書類 

(イ) 身体障害の程度が確認できる次のいずれかの書類の写し（第２条第６号イに

規定する住宅の場合に限る。） 

a 身体障害者手帳 

b その他官公署が交付した書類 

(ウ) 介護保険被保険者証等の介護保険法による要介護状態の区分が確認できる書

類の写し（第２条第６号ウに規定する住宅の場合に限る。） 

(エ) 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けていることが確認できる

次のいずれかの書類の写し（第２条第６号エ又はオに規定する住宅の場合に限
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る。） 

a 療育手帳 

b 精神障害者保健福祉手帳 

c 自立支援医療受給者証 

d その他官公署が交付した書類 

キ 静岡県耐震診断補強相談士登録証の写し 

(2) 木造住宅耐震補強助成事業 

ア 前号に掲げる書類 

イ 耐震診断・補強計画結果報告書（様式第４号）及び耐震評点の算定根拠を示す書

類 

ウ 平面図（補強方法及び補強箇所を明示したもの） 

(3) 木造住宅除却助成事業 

ア 第１号アからオまでに掲げる書類 

イ 耐震診断結果報告書（様式第４号の２）及び耐震評点の算定根拠を示す書類 

ウ 除却前の全景写真 

エ 新築建築物に係る建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項の規定によ

る確認済証の写し並びに新築住宅の配置図及び各階平面図（建替えである場合に限

る。） 

オ 居住者の住所が確認できる次のいずれかの書類の写し（除却のみの場合に限る。） 

(ア) 住民票 

(イ) 健康保険証 

(ウ) 年金受給者証 

(エ) 運転免許証 

(オ) その他官公署が交付した書類 

カ その他市長が必要と認めるもの 

(4) 建築物等耐震診断事業 

ア 第１号ア、ウ、エ及びオに掲げる書類 

イ 事業対象建築物の配置図、各階平面図、立面図及び全景写真 

ウ 建築物の延べ面積計算書 

(5) ブロック塀等撤去事業 

ア 第１号ウに掲げる書類 

イ 付近見取図（縮尺２，５００分の１以上の白地図等） 

ウ ブロック塀等の位置図及び立面図 
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エ 撤去工事前の全景写真 

(6) ブロック塀等改善事業 

ア 第１号ウに掲げる書類 

イ 付近見取図（縮尺２，５００分の１以上の白地図等に緊急輸送路、避難路、避難

地等を明記したもの） 

ウ ブロック塀等の位置図及び立面図 

エ 改善工事前の全景写真 

オ 設計図（配置図、平面図、立面図及び断面図） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたと

きは、御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業費補助金交付決定通知書（様

式第５号）により当該申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定する際に、次の各号に掲げる事項を交付の条件とし

て付するものとする。 

(1) 総合支援事業が予定の期間内に完了しない場合又は総合支援事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかに御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業遅滞等報

告書（様式第６号）を市長に提出し、その指示を受けること。 

(2) ブロック塀等改善事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物につ

いては、事業完了から１５年を経過するまで、市長の承認を受けないで補助金の目的

に反した使用、譲渡、交換若しくは貸付け、又は担保に供してはならないこと。 

(3) 市長の承認を受けて前号の財産を処分することにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

(4) ブロック塀等改善事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物につ

いては、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、そ

の効率的な運用を図らなければならないこと。 

(5) 申請者は、総合支援事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を整備し、

補助金の交付を受けた年度の終了後５年間保管しておかなければならないこと。 

（交付申請の取下げ） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助決定者」という。）は、第６条

の規定による補助金の交付の申請を取り下げるときは、御殿場市プロジェクト「TOUKAI

―０」総合支援事業交付申請取下届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
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この場合において、既に第７条の規定による交付の決定を受けているときは、当該決定

がなかったものとして、それまで要した費用は補助決定者が負担しなければならない。 

（変更の申請） 

第１０条 補助決定者は、総合支援事業の内容を変更しようとする場合で、次の各号のい

ずれかに該当するときは、御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業変更承認

申請書（様式第８号）及び御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業変更内容

書（様式第９号）をあらかじめ市長に提出しなければならない。 

(1) 施工箇所又は施工方法を変更しようとするとき。 

(2) 総合支援事業に要する費用の額を変更しようとするとき。 

（変更の承認） 

第１１条 市長は、前条の規定による変更の申請があった場合は、その内容を審査し、適

当と認めたときは、御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業変更承認通知書

（様式第１０号）により、補助決定者に通知するものとする。 

（実績の報告） 

第１２条 補助決定者は、当該総合支援事業が完了したときは、御殿場市プロジェクト

「TOUKAI―０」総合支援事業実績報告書（様式第１１号）に次の各号に掲げる事業の区

分に応じ当該各号に定める書類を添えて、事業完了の日から起算して３０日を経過した

日又は補助金の交付があった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、市長に提

出しなければならない。 

(1) 木造住宅補強計画策定事業 

ア 耐震診断・補強計画結果報告書及び耐震評点の算定根拠を示す書類 

イ 平面図（補強方法及び補強箇所を明示したもの） 

ウ 領収書の写し 

エ 御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業補強計画確認書（様式第１２

号） 

(2) 木造住宅耐震補強助成事業 

ア 補強後の平面図（補強方法、補強箇所及びイの写真撮影方向を明示したもの） 

イ 補強箇所ごとの着手前及び工程ごと並びに完了時の確認ができる写真 

ウ 領収書の写し 

エ 御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業補強工事監理業務完了確認書

（様式第１３号） 

(3) 木造住宅除却助成事業 

ア 除却後の全景写真 



7/38 

イ 除却建築物に係る建築基準法第１５条第１項の規定による建築物除却届の写し 

ウ 領収書の写し 

エ 新築住宅の着工写真（建替えである場合に限る。） 

オ 除却後も引き続き市内に居住していることが確認できる次のいずれかの書類の写

し 

(ア) 住民票 

(イ) 健康保険証 

(ウ) 年金受給者証 

(エ) 運転免許証 

(オ) その他官公署が交付した書類 

(4) 建築物等耐震診断事業 

ア 耐震診断結果報告書（事業対象建築物が木造の場合にあっては様式第４号の２、

木造以外の場合にあっては様式第４号の３）及び耐震診断の算定根拠を示す書類 

イ 耐震評定書（一般社団法人日本建築防災協会の既存建築物耐震診断・改修等推進

全国ネットワーク委員会に登録している耐震判定委員会による耐震評定書（次に掲

げる建築物に係るものを除く。））の写し 

(ア) 次のいずれかに該当する鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の建築物 

a 延べ面積が１，０００平方メートル未満 

b 地上階数が２以下 

(イ) 次のいずれかに該当する木造の建築物 

a 延べ面積が１，０００平方メートル以下（平屋建てのものは除く。） 

b 高さが１３メートル以下 

c 軒の高さが９メートル以下 

d 地上階数が２以下 

(ウ) その他市長が不要と認める建築物 

ウ 事業対象建築物の配置図、各階平面図、立面図、全景写真、伏図及び軸組図 

エ 領収書の写し 

(5) ブロック塀等撤去事業 

ア ブロック塀等の撤去の着手前及び完了後を確認できる全景写真 

イ 領収書の写し 

(6) ブロック塀等改善事業 

ア ブロック塀等改善の着手前及び完了後を確認できる全景写真及び工程ごとの写真 

イ 完成図面（配置図、平面図、立面図及び断面図） 
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ウ 領収書の写し 

（一部改正〔平成２９年告示２６号・３６４号〕） 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の報告を受けたときはその内容を審査し、必要があると認めると

きは現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を確定し、御殿場市プロジェクト「TOUKAI

―０」総合支援事業費補助金交付額確定通知書（様式第１４号。以下「確定通知書」と

いう。）により、当該補助決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 補助決定者は、確定通知書を受領した日から起算して１０日以内に御殿場市プ

ロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業費補助金請求書（様式第１５号）を市長に提出

しなければならない。 

（消費税仕入控除税額に係る取扱い） 

第１５条 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に規定する仕入れに係る消費税として控除できる部分の金額（以下「消費税仕

入控除税額」という。）がある場合の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合

計額に補助金所要額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）がある場合には、これを補助金所要額から減額して交付の申請をすること。た

だし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、

この限りでない。 

(2) 第１２条の規定による実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税

仕入控除税額等が明らかになった場合には、その金額（前号の規定により減額したも

のについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金額から減額して報

告すること。 

(3) 前号の規定により実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告

により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（前２

号の規定により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）

を御殿場市プロジェクト「TOUKAI―０」総合支援事業消費税報告書（様式第１６号）

により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて、これを市に返還

しなければならないこと。 

（交付の決定の取消し等） 

第１６条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金
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の交付の決定及び確定を取り消し、若しくは停止し、補助金の額を減額し、又は既に交

付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。ただし、市長がやむを得

ない事情があると認める場合はこの限りでない。 

(1) 偽りその他不正な行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

(2) この要綱の規定に基づく指示に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当であると認める事由が生じたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定及び確定を取り消し、若しくは停止し、

補助金の額を減額し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることを

決定したときは、その旨を補助決定者に通知するものとする。 

３ 前項の規定により補助金の返還を命ぜられた補助決定者は、市長の発行する納入通知

書により、速やかにその補助金を返納しなければならない。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（御殿場市既存建築物耐震診断事業費補助金交付要綱等の廃止） 

２ 次の各号に掲げる要綱（以下「旧告示」という。）は、廃止する。 

(1) 御殿場市既存建築物耐震診断事業費補助金交付要綱（平成１０年御殿場市告示第４

７号） 

(2) 御殿場市ブロック塀等耐震改修促進事業費補助金交付要綱（平成１１年御殿場市告

示第４８号） 

(3) 御殿場市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付要綱（平成１４年御殿場市告示第

１４２号） 

（経過措置） 

３ この告示の施行の際現に旧告示の規定により交付されている通知書は、この告示の相

当規定により交付されたものとみなす。 

附 則（平成２９年２月３日告示第２６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０

年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、この告示による改正前の様式第１号の３による用紙で、現に残
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存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２９年５月１６日告示第１６５号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成２９年度の補助金から適用する。 

附 則（平成２９年１２月１４日告示第３６４号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条、第３条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

事業の区分 事業の内容 補助の対象 

木造住宅補

強計画策定

事業 

社会資本整備総合交付金交付

要綱（平成22年3月26日付け国

官会第2317号）附属第Ⅱ編イ―

16（12）住宅・建築物安全スト

ック形成事業のイ―16（12）―

①住宅・建築物耐震改修事業に

係る部分（以下「国要綱」とい

う。）及び静岡県プロジェクト

「TOUKAI―0」総合支援事業費

補助金交付要綱（平成18年4月3

日付け住安第2号。以下「県要

綱」という。）に基づき、木造

の既存住宅の補強計画の策定

を実施する事業 

既存住宅の所有者等が行う次のいずれかに該

当する補強計画を策定する事業に要する経費 

ア 耐震補強工事を行った後に、耐震評点が

1.0以上となる補強計画（耐震評点が0.3以

上上がるものに限る。） 

イ 新工法を採用する等アと同等以上の効果

が認められる補強計画（静岡県プロジェク

ト「TOUKAI―0」総合支援事業運用マニュア

ルの取扱いに準ずる。） 

木造住宅耐

震補強助成

事業 

県要綱に基づき木造の既存住

宅の耐震補強工事を実施する

事業 

耐震診断の結果、耐震評点が1.0未満であった

木造の既存住宅について、当該住宅の所有者

等が行う次のいずれかに該当する耐震補強工

事に要する経費 

ア 耐震評点が1.0以上となり、かつ、耐震評

点が0.3以上上がる耐震補強工事 

イ 静岡県で補助事業上認めている新工法を

採用する等アと同等以上の効果が認められ

る耐震補強工事（静岡県プロジェクト

「TOUKAI―0」総合支援事業運用マニュアル

の取扱いに準ずる。） 
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木造住宅除

却助成事業 

危険住宅の除却工事を実施す

る事業 

耐震診断の結果、耐震評点が0.3未満であった

危険住宅について、当該住宅の所有者等が行

う左の事業の内容に要する経費 

建築物等耐

震診断事業 

国要綱及び県要綱に基づく住

宅又は建築物の耐震診断で既

存建築物（既存木造住宅を除

く。）の耐震診断を実施する事

業 

既存住宅又は既存建築物の所有者等が行う左

の事業の内容に要する経費 

ブロック塀

等撤去事業 

ブロック塀等を撤去する事業 市が実施する事前の現地調査により次のいず

れかに該当し、地震発生時に倒壊又は転倒の

危険性があると判断されたブロック塀等の所

有者が行う左の事業の内容に要する経費（工

事費に限る。） 

ア 基礎の根入れが地盤から30センチメート

ル未満のもの 

イ 塀の高さが地盤面から2メートルを超え

るもの 

ウ 控え壁が3.2メートルごとにないもの 

エ 塀の傾き、ひび割れがあるもの 

オ 塀に鉄筋が入ってないもの 

ブロック塀

等改善事業 

静岡県地震対策推進条例（平成

8年静岡県条例第1号）第17条第

5項の緊急輸送路、避難路、避

難地等に面するブロック塀等

を改善する事業 

市が実施する事前の現地調査により左の事業

の内容に該当し、地震発生時に倒壊又は転倒

の危険性があると判断されたブロック塀等の

所有者が行う次のいずれかに該当する事業に

要する経費（工事費及び設計に要する経費に

限る。） 

ア ブロック塀を築造する場合は静岡県作成

のパンフレット「ブロック塀の点検と改善」

に記載されている「新しいブロック塀の造

り方」によるもの 

イ 他の塀に転換する場合は金属製フェンス

その他の安全な塀にするもの 

別表第２（第３条関係） 
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（一部改正〔平成２９年告示２６号・３６４号〕） 

事業の区分 補助率（額） 

木造住宅補

強計画策定

事業 

1戸（共同住宅等にあっては1棟。以下同じ。）ごとに、当該事業に要する経

費と別表第3に定める補助基準額とを比較して、いずれか少ない額の3分の2

（高齢者等が居住する住宅にあっては、いずれか少ない額）以内の額とする。 

木造住宅耐

震補強助成

事業 

1戸ごとに、当該事業に要する経費と50万円（高齢者等が居住する住宅にあっ

ては70万円）を比較して、いずれか少ない額とする。 

木造住宅除

却助成事業 

1戸ごとに、当該事業に要する経費に100分の23を乗じて得た額と30万円を比

較して、いずれか少ない額とする。 

建築物等耐

震診断事業 

1棟ごとに、耐震診断に要する経費を別表第3に定める補助基準額とそれぞれ

比較して、いずれか少ない額の3分の2以内の額とする。 

ブロック塀

等撤去事業 

1敷地ごとに、当該事業に要する経費と別表第3に定める補助基準額とを比較

して、いずれか少ない額の2分の1以内の額とし、10万円を限度とする。 

ブロック塀

等改善事業 

1敷地ごとに、当該事業に要する経費と別表第3に定める補助基準額とを比較

して、いずれか少ない額の2分の1以内の額とし、25万円を限度とする。 

別表第３（第３条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示１６５号〕） 

事業の区分 面積区分等 補助基準額 

木造住宅補

強計画策定

事業 

わが家の専門家診断（県要

綱別表第1第1号に規定する

ものをいう。以下同じ。）

を実施済みの場合 

144,000円 

わが家の専門家診断を実施

していない場合 

154,000円 

建築物等耐

震診断事業 

一戸建て住

宅以外 

1,000平方メ

ートル以内

の部分 

延べ面積1平方メートルにつき3,600円を乗じて

得た額 

1,000平方メ

ートルを超

え、2,000平

方メートル

以内の部分 

延べ面積1平方メートルにつき1,540円を乗じて

得た額 
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2,000平方メ

ートルを超

える部分 

延べ面積1平方メートルにつき1,030円を乗じて

得た額 

一戸建て住宅 134,000円 

ブロック塀

等撤去事業 

ブロック塀等の長さ1メートルにつき8,900円 

ブロック塀

等改善事業 

ブロック塀等の長さ1メートルにつき38,400円 
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様式第１号（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１号の２（第６条関係） 

様式第１号の３（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示２６号〕） 

様式第１号の４（第６条関係） 

（追加〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１号の５（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１号の６（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第２号（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第３号（第６条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第４号（第６条、第１２条関係） 

様式第４号の２（第６条、第１２条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第４号の３（第１２条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第６号（第８条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第７号（第９条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第８号（第１０条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第９号（第１０条関係） 

様式第１０号（第１１条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１１号（第１２条、第１５条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１２号（第１２条関係） 
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様式第１３号（第１２条関係） 

様式第１４号（第１３条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１５号（第１４条関係） 

（一部改正〔平成２９年告示３６４号〕） 

様式第１６号（第１５条関係） 

 


